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I.はじめに
'97年末に金融危機に見舞われた韓国がIMFからの緊急支援を受けるとともに経済構造
改革を始めて早くも満2年になろうとしている｡その間推進すべくして為し得なかった経
済構造の改革は金融危機という強力なショックとIMFの圧力によって進められるように
なった｡そのことは金融危機が直接的には,金融政閑の対外債務返済の困難という短期的
問題として現れたものではあるが,究極的には経済構造に係わる長期的問題として認識さ
れていたからに外ならない｡謂わは経済構造の改革は,開発年代を通じて形成され順機能
して来た ｢韓国型｣経済成長システムが成熟段階への移行に即応して自ら適合的に調整す
ることが出来ず,経済危機の発生という事態に直面して外部からの圧力の下で急激な形で
進められるに至ったものである｡それは,たとえ外圧の下で進められるようになったとは
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言え,その必要性は早くから認識されて来たのであり,その間政府や企業によって進めれ
て来たものである｡したがって現在進行中の構造改革は,その間試図されながらも効果的
に遂行し得なかったものであって,根本的に行われなければならない課題であったのであ
る｡
改革の対象が ｢韓国型｣経済システムそれ自体であるという場合,ここでは政府や企業
等経済主体の経済行動に係わる構造的問題が対象となることになるであろう｡そこで改革
は金融機関や企業及び労働市場といった企業活動が直接係わる部門に限らず,政府部門ま
でも含むものでなくてほならない｡しかも急激な経済構造の改革は大きな社会的苦痛を伴
うものであって,苦痛を分担するという国民的合意が必要である｡従って経済構造改革が
本来の目標を十分達成するためには,経済部門のみでなく政治や社会といった部門にも及
ぶ広範な改革の遂行が必要である｡この様な意味で経済構造改革下の韓国は現在大きな社
会経済的変化の渦中にあると言える｡
■本稿は韓国における経済構造改革の推進状況を金融,企業及び労働市場を中心に考察し
たものである｡これらはそれぞれ密接に係わりながら韓国の経済構造を特徴づけて来た部
門であり,従って構造改革の核心部門である｡本稿ではこれらの部門において改革はどの
様な方向と内容で進められておりそしてそれほどの程度進行しているのかについて考察さ
れている｡
'98年から始まった韓国の経済構造改革は基本的にぼ99年末までにほ完成するという目
標で進められて来たものであり,そのような観点からみれば改革は今日大詰めの段階に連
しているといえよう｡そして改革は形の上では相当な成果をあげて来たことは事実である｡
しかし本来の目標に達するまでには残されている問題も多い｡その意味で改革は未だ進行
中である｡
ll.経済危機の様相と原因
1.危機の様相
韓国経済は1997年末に発生した金融危機によって総体的危機局面に突入した｡金融危機
は直接的には,国内の金融機関が外国の金融機関に対して返済期間が迫っていた巨額の短
期債務を返済することが出来ず,その繰延べ申込みも拒否されることによった発生したも
のであった｡それは言うまでもなく外国金融機関の国内金融機関に対する信頼がなくなっ
たからである｡その間韓国の金融機関は外国の金融機関から競争的に資金を短期で借入れ,
国内企業には長期で貸出した｡そのなかで企業は拡張戦略を追求した｡その結果韓国の対
外債務は1,500億 ドルもの巨額にふくれ上ったのである｡
韓国経済は金融危機の発生に先立って1996年から既に危機的様相を呈していた｡たとえ
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は12月決算上場企業508社を対象とした'96年度決算結果の分析によれば,純利益合計は前
年同期に比べ62.5%も激減し,売上増加率も前年度の21.6%から15%へと急落している｡
(1)
特に韓国輸出の20%を占める半導体企業の純利益率は90%程も激減した｡同年の経常収支
赤字は230億 ドルにも達した｡収益率の大幅な減少にも拘らず企業の外形的拡大志向は一向
に衰えをみせず,その中でGDPも7.1%と不況とは思えない程の高い成長をした｡
しかし外形的拡大にも拘らず企業の内実化は進まず,脆弱な財務構造のなかで大企業の
経営破綻さえ取沙汰されるようになった｡それは早くも'97年 1月に韓宝の破綻によって現
実として現われたのである｡財閥ランキング第14位の韓宝の破綻は内実の伴わない企業の
過度な投資が辿る結果を象徴的に示した例であった｡その後を追うように3月には同ラン
キング23位の三美グループの主力企業である三美と三美総合特殊鋼そして三大自動車メー
カーの一つで財閥ランキング第8位の起亜が相次いで経営破綻に陥った｡過度な投資によ
りこれら企業の金融負債は1997年現在総資産の60%(｢起亜｣)から80%(｢韓宝｣･｢三美｣)
(2)
に-も達し,100′%を超える企業 (｢建柴｣)もあった｡その中でいくつかの財閥系企業の経営
不安が曝されるようになった｡財閥系大企業の経営不安が伝えられる中でそれら企業へ多
額の融資をした金融機関に対する不安も募るようになったのである｡一方株価とウォンの
対外価値は大きく下落した｡総合株価指数は1994年11月の1110.5をピークーに以後下落し続
汁,1997年11月にはその55.5%の494.1まで下落した｡そしてウオソの価値ぼ97年第1･4
半期の1ドル865.4ウォンから'98年第1･4半期には1611.7ウォンへと暴落し殆ど半価に
なってしまった｡外貨保有額も同期間中に291億5,000万 ドルから204億1,000万 ドル-と大
きく減少した｡
金融敢闘や,ひいては経済一般に対する不安要素が大きくなる中で外国の銀行は韓国の
金融機関に対して満期になった貸出金の返済を迫った｡中央銀行である韓国銀行は手持ち
の外貨をもって国内銀行の対外債務の支払いを肩代りして当面の事態を切り抜けようとし
た｡しかしそれも事態を打開することは出来なかった｡'97年第4･4半期に224億 ドルあっ
た可用保有外貨が'98年1月には88.7億 ドルと事実上底をつくといった状態のなかで韓国
(3)
銀行の対外債務肩代り返済能力にも限界があったからである｡金融機関は行詰り危機に直
面した｡危機的状態が続くなかで政府も迅速に効果的に対応することが出来なかった｡結
局当面の金融機関を打開するために政府はIMFから緊急支援を受けなければならなく
なったのである｡
2.危機の根本原因
韓国の金融機関が既に進行していた東南アジア諸国の経済危機と関連があるということ
は言うまでもないことであろう｡近年韓国は貿易及び直接投資を通じてアジア諸国との経
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済関係を大きく拡大させて来た｡ちなみに韓国の対アセアン諸国-の輸出額は1980-97年
に約11億 ドルから約202億ドルへと17.8倍も増加して韓国輸出総額 (1360億ドル)の約15%
を占め対日本輸出比 (10.9%)を上回るようになった｡韓国のこの地域に対する直接投資
も1981-97年に550万 ドルから15億 ド/レへと27倍も増加した｡関係が大きくなったアセアン
諸国の経済危機はそれだけ韓国経済にも大きな不安要因になった｡アセアン諸国の経済危
機が進行するなかで韓国の企業,ひいては経済一般に対する不安が増幅され,短期外債の
償還要求が集中的に行われたのである｡
しかし韓国の金融危機が東南アジア諸国の経済危機と関連があるといっても,そのこと
が国内的原因の重要性を否定することではない.むしろその原因は根本的には韓国経済に
内在するものであって外部的なものではない｡そしてそれは短期的 ･表面的なものではな
く長期に亙って形成され根本的な次元で作用して来た構造的なものである｡それは韓国型
経済成長システムそれ自体であると言えよう｡
韓国型経済成長システムは,経済開発ないし経済成長を強力に推進するため韓国政府が
計画に沿って財政,金融等政策手段を動員し企業活動を積極的に支援し誘導する中で形成
された政府 ･企業協同システムである｡それは1960年代および70年代の ｢開発年代｣をつ
うじて形成され経済開発のため合目的的に機能して来たものである｡事実この様なシステ
(4)
ムが機能する中で韓国は急速な工業化,経済成長を遂げて来 た｡しかし開発段階を経てよ
り高次の段階-の発展しなければならなくなった経済にとってほ政府主導の経済成長シス
テムは民間主導のそれへと根本的に転換しなければならなかった｡即ち政府による指示的
経済システムは企業による市場の競争システムに転換しなければならなかった｡特にクp
バリゼイショソが進む中でその必要性は尚更大きかったのである｡
政府主導から民間企業主導への転換の必要性は1980年代初頭より認識されるようにな
り,一連の政府規制の緩和ないし改革が進めれるようになった｡政府は1982年以降各種の
規制緩和ともに貿易自由化をすすめ,'87年以降には為替管理の自由化や金融自律化の断行
とともに労働法改正により労使関係における国家統制の後退と自主的な労使関係の構築を
推進した｡そしで90年代に入っては金融実名制や不動産投機抑制など規制を強化する側面
もあったが,1993年以降は税制を中心とした財政改革,金融自由化そして一層の行政規制
緩和を推進した｡その中で経済活動における政府の介入 ･規制は大きく後退し,民間主導
の領域が大きく拡大したことは事実である｡にも拘らずそれによって政府主導の指示的経
済システムが民間主導の競争的市場経済システムへと実質的に転換した訳ではなかった｡
基本的に重要な部門では政府規制は依然として存在しており,規制緩和,自由化が進んだ
部門においてもそれは必ずしも効果的,効率的ではなかったのである｡
民間企業も経済開発過程で形成された組織と行動様式を経営環境?大きな変化に適合的
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に自ら変革することが出来なかった｡企業は開発年代を通じて政府の開発政策に即応,様々
な特恵的な支援を受けながら急成長し今日の財閥体制を築き上げた｡開発年代を経て政府
規制も緩和の方向に向かうとともにグロバリゼイショソの進展にともなうボーダレス大競
争の時代の到来という経営環境の根本的変化の中で,企業は自ら経営システムの効率化を
計り技術革新を通じて生産性の向上を積極的に推し進め競争力を高めなければならなかっ
た｡このような方向への努力が企業の側になかった訳ではない｡国際競争力を高めるため
の技術開発の必要性は早くから強調され企業もそのための投資を拡大して来たことは事実
である｡そしてLGや三星グノケー プ等においてみる如く,企業によっては近年広範囲な組織(5)
改編,改革を進めて来たことも事実である｡しかしその様な努力は一般的に企業構造調整
の実効をあげる様なものではなかった｡むしろ企業は開発年代から追求して来た外形的お
よび ｢蛸足型｣拡張戦略に執着し,それが結果的には企業の内実化よりも不実化を助長す
るようになったのである｡
企業の外形的拡張に必要な資源は金融機関からの借入れによって調達された｡韓国の財
閥企業の資金調達は資本市場を通ずるよりも主に金融機関を通じた間接金融によって行わ
れて来た｡間接金融に依存する限り借入金額がいくら大きくなっても企業の株式支配構造
は変らない｡従って拡張戦略を追求する企業にとって銀行からの借入れを確実にすること
は極めて重要なことであった｡'90年代に入って政府は財閥企業の銀行からの借り入れを規
制しその拡張性向を抑制しようとした｡にも拘らず政府主導の ｢官治金融｣はなくなるこ
となく,規制から免れるために企業の対政府ロビー活動は活発に行われそれがむしろ ｢政
経癒着｣ないし ｢不正融資｣をもたらすことになった｡
一方財閥企業は綜合金融会社からは何んら規制を受けることなく融資を受けることが出
来た｡商業銀行部門への参入が禁じられていた財閥は参入が自由であった綜合金融,証券,
保険,投資信託,相互信金等,非銀行金融機関-第2金融圏へ積極的に参入し支配力を拡
大した｡5大財閥の系列金融会社数は1999年 8月現在,現代13社,三星,LGの各 8社,大
(表1)金融圏別預金,貸出比重の推移 (単位 :%)
1970 11975 1980 1985 1990 1996
預金 銀行 85.5. 86.0 171.8 35.4 42.8 33.2
第2金融圏 14.5 14.0 28.2 44.6 57.2 66.8
貸出 銀行 78.4 78.7 63.4 55.2 49.5 43.5
第2金融圏 21.6 21.3 36.6 44.8 50.5 56.5
出所:チャソカソス,｢銀行及び第2金融圏間非対称的規制の推移と影響｣,
『金融経済研究』(韓国銀行),第90号,1997年8月,16頁｡
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(6)
字の6社,SKの4社,合計39社に達している｡その間第2金融圏は政府による預･貸金利
上の優遇等各種インセンチブによって急成長した｡1996年現在預金および貸出に占める第
2金融圏の市場シェアはそれぞれ66.8%,56.5%と銀行のそれの32.2%,43.5%をはるか
に上回るようになった ((表1)参照)0
財閥企業の旺盛な投資意欲に呼応して金融機関は競って多額の低利資金を海外で調達し
ながら国内企業へ融資し,その額は1994年～96年に国内生産 (GDP)の40%にも達した｡
(7)
それは韓国の経済規模に照らして明らかに過剰投資であった｡借入れに依存した過大投資
により企業の財務構造や現金の流れは悪化した｡12月末(1996年)決算上場金融499社の財
務構造分析によれば,企業の平均負債比率は前年に比べて18.9%も増大し,281.8%にも達
(8)
した｡内実の伴わない過剰投資は13%もの高金利の中で資本費用を高め特に不景気の場合
経営は不安になる｡経営不安を乗り切るために企業は引き続き追加的資金を投入しなけれ
ばなくなりその結果負債は雪だるま式に増大するようになった｡
しかしそのようなことが何時までも続くことは出来ない｡融資先企業の経営不安を感知
した銀行は追加的融資を差控えるとともに債権を回収しようとする｡政府もいつまでも救
済金融を続ける訳にはいかない｡経営に行詰った企業は結局破綻への道を辿らなければな
らなかった.97年度に発生した ｢韓宝｣を初めとする財閥系大企業の一連の破綻は正にそ
のような論理の必然的な帰結であったのである｡金融規制の緩和,市場開放が進む中で,
金融システムの安定と健全性を保ったために必要な規制までもなくなり新たな監督機構も
導入されなかった｡市場の安定を支える制度的装置が不備であったのである｡その結果企
(9)
業の国内外での融資や資金調達の実態は全く把握出来なかっちoそこで企業の透明性に対
する根本的な疑いが発生し企業不信がっのるようになったのである｡
財閥系企業の経営不安が噂される中で,それに融資した銀行に対する不安がつのるのは
当然であろう｡開発金融システムの中で ｢政策金融｣に慣れて来た銀行は担保中心の貸出
をして来たのであるが,企業評価能力は弱く,不良貸出は固疾化した｡実際,経営破綻に
陥った財閥企業に巨額の融資をした主力銀行は巨額の不良債権をかかえ自らの存続さえ危
ぶまれているようになった｡その代表例が第1銀行とソウル銀行であったが,.その他の銀
行も程度の差こそあれ莫大な不良債権をかかえこむようになったのである｡金融不安は経
営基盤の脆弱な綜合金融会社の場合,より大きかった｡金融不安に直面して政府は向う3
年間預金の金額保障を約束することによって先ずは事態を安静化させたが内国銀行の対外
信用は大きく失墜したのである｡
嵩はる資本費用とともに企業経営を圧迫したのは高い労働費用であった｡80年代中は頃
まで企業の国際競争力を大きく支えて来たのは低賃銀であったが,｢民主化宣言｣(1987年)
以降民主化が急進展し,それまで抑圧されて来た労働者の法的権益が大きく伸長するとと
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もに賃銀も大幅に上昇した｡労働賃銀は1985-96年に5倍弱上昇した｡低賃銀は高賃銀-
と急転したのである｡高賃銀であっても生産性が高ければ問題はないであろう｡しかし企
業の技術開発努力による生産性向上の効果は賃銀の上昇を償う程大きくほなかった｡
他方労働モラールはむしろ低下した｡労働者は以前のようには働かなくなったと言われ
るようになったのである｡労働者の3K産業忌避とレジャー選好傾向は大きくなった｡そ
の上労働市場は硬直化した｡使用者は経営不振で構造調整をしようとしても従業員を解雇
することは出来なかった｡そして使用者は必要な時に外部からの派遣労働者を一定期間雇
用することも出来なかった｡労働組合は,組織率は12.2% (1996年現在)と必ずしも高く
はないが,その権益は法的に大きく保障されるようになった｡組合は特に財閥系大企業に
おいて強力であった｡OECD加入むと向ってウォンの対外価値が高く決められている状態で
の1人当りGNP1万ドル(1995年)という所得水準で,早くもかつての｢英国病｣にかかっ
たといわれるようになったのである｡労働市場の硬直性は外国企業の国内への進出にも大
きな阻害原因として認識されるようになった｡
韓国の金融危機は金融部門に限られたものではなく,究極的には経済の総体的危機であ
り,構造的なものである｡それは基本的には開発年代に確立された ｢韓国型｣経済成長シ
ステムが新たな経営条件の変化に適合的に転換し得なかったことから発生したものであ
る｡従って経済危機を克服するためには構造的な次元での改革が要求されたのである｡
IMFは当面の金融危機に対処すべく2000年までに総額210億 ドルの支援を約束するととも
に韓国政府に対して経済構造の広範な改革を要求した｡IMFが要求した改革の内容は基本
的には,その必要性が認識されながらも実行し得なかった経済構造の根本にかかわるよう
なものである｡深刻な経済危機に直面し,なすべきでありながら成し得なかった改革が
IMFの圧力の下に進められるようになったのである｡
日.金融構造改革
1.目標と内容
経済危機の原因は,直接的には,金融危機にあった｡金融危政は,基本的には,金融シ
ステムの欠陥によって発生したものであり,その中心には未熟で非効率的な金融機関が
あった｡従って金融構造改革は,優先的に断行されねばならない改革であった｡金融構造
改革の目標は個別金融機関の健全性を回復し経営効率化と金融システムの安定かを実現す
ることにあった｡
金融機関の健全性を回復するためには莫大な規模の不良債権を整理し自己資本比率を国
際基準にまで引上げなければならない｡'97年末現在韓国における一般銀行の不良貸出と無
収益貸出が総貸出に占める割合はそれぞれ2.7%と6.0%,計8.7%であった｡事情は地方銀
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(表2)一般銀行の不良貸出推移 (年末基準,単位:億ウォン,%)
'92 '93 '94 '95 '96 '97
一般銀行 不良貸出 24,248 29,324 18,526 22,944 24,439 100,900
(1.7) (I.8) _(1.0) (0.9) (0.8) (2.7)
無収益貸出 101.630 119,292 113,900 124-,839 118,739 226,521
(7.1) (7.4) (5.8) (5.?) (4.1) (6.0)
都市銀行 不良貸出 22,687 27,446. 16,318 19,998 21,056 76,700.
(1.8) (1.9) (1.0) (0.9) (0.8) (2.3)
無収益貸出 94,038 111,262 104,481 111,354 103,815 184,526
(7.4) (7.9) (6.2) (5.3) (4.1) (5.5)
地方銀行 不良貸出 1,561 1,878 2,208 2,946 3,383 24,200
(0.9) (1.0) (0,9) (1.0) (0.9) (5.8)
無収益貸出 7,565 8,030 9,419 12,485 14,924 41,995
注 '.1)国民銀行は,'95年より,そして信託銀行ぼ97年より収録｡
2)( )内の数字は総貸出に対する不良貸出と無収益貸出の比率 (%)0
出所 :金融監督院
行の場合一層悪く,それぞれの比率が5.8%,10.1%と,合せて16%も占めていた((表 2)
参照.)一方,銀行の自己資本比率は1997年現在8.92%となっているが,国際基準に合せ
て債権及び有価証券充当金を100%積立てる場合には7.04%とBIS(国際決済銀行)の要求
(10)
水準である8%には大きく及ばない｡そこで金融構造改革は,先ず第1段階として金融機
関の健全性回復のための構造調整を推進した｡
金融機関の構造調整の内容としては先ず第 1に,不良金融機関を閉鎖し,生き残る可能
性のある不良金融機関はリストラを推進し資本拡充を計るとともに金融機関本来の資本仲
介機能の回復というリエンジニアリングを計り,そして不良債権は統合預金保険公社を通
じて早急に整理する,ということであった｡不良債権の整理と預金の安定性保障のために
政府は不良債権整理基金を設置し ('97年11月),預金保険機構を統合した ('98年4月)0
更に構造調整を推進し,金融機関の資産の健全性と金融システムの安定性を実現するた
めの制度的監督装置として金融監督委員会が設置された('98年4月)｡金融部門における規
制緩和が進み,金融機関が競って外国から資金を借入れていたにも拘らず,資金の健全な
流れを監督し金融システムの安定化を誘導する監督装置が制度的に存在しない状態の中で .
今回の金融危機は発生したのであった｡傘下に統合金融監督院をもつ同委員会は銀行,特
殊銀行,綜合金融会社,証券会社,保険会社等すべての金融機関を一元的 ･統合的に監督
する鹿構であり金融部門のみでなく企業部門を含めて進行中の構造調整において主導的役
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割を果してしる｡
金融機関の自己資本比率を高めるために,銀行について監督当局は,'97年現在自己資本
がBIS基準8%に満たない12の銀行に対して,早期是正勧告･命令を出し,実行されない
場合には強制的に合併 ･清算の手順をとることになった｡その中で大型銀行7行 (朝興,
商業,韓-,外換,平和,江原,忠北)は強力な自助努力とともに一部経営陣の交替,減
資等の措置を受け,小型銀行5行 (同和,大同,東南,京故,忠清)は,いずれも負債が
資産を超える地方銀行であるが,他の優良銀行5行 (新韓,韓美,-チ,国民,住宅)に
資産,負債一括譲渡方式で吸収されることになった｡莫大な不良債権をかかえた第 1銀行
とソウル銀行は実質的に国有化された後,'99年 1月末まで公開入札で売却することになっ
た｡
綜合金融会社については,第2次評価で合格と判定されない場合即時,営業停止措置を
受けることになった｡その結果,20社のうちの13社の認可が取消され, 1社 (第 1綜金)
の営業が停止された｡これら綜合金融会社の清算手続の進行と預金支払のために,受皿銀
行として-ナルム綜合金融会社が設立された｡証券,保険,投資信託, リース業その他非
銀行金融機関全体についても同様な方式による構造調整が広範に行われたのである｡
この様に,金融構造調整の第1段階は危機管理という次元で不良金融機関の整理を推進
した段階であり,内容的には不良債権の確認-整理計画の樹立-整理計画案に対する判定
及び処理という手順で進められた｡'98年9月末までに完了した第1段階金融構造調整の内
訳は (表3)の如くである｡
他方金融機関の信用評価を高めるために,会計基準と情報公開は国際基準に合 うよう強
化し,大型金融機関の財務諸表は国際公認機関が監督することとした｡そして商業銀行,
特殊銀行および開発機関 (産業銀行,輸出入銀行等)は国際的に公認された国内及び海外
会計法人と経営診断契約を締結することにした｡株式会社の外部監査に関する法律も改正
(表3)第1次金融構造調整の内訳
対 象 ･内 訳
銀行 5行整理,7行正常化移行覚書提出,-13行経営診断実施
綜合金融会社 16社認可取消
証券会社 2社許可取消,4社営業停止
保険会社 4社退出,18社経営改善処置,2保証保険社合併推進
リ｣ス会社 10社整理手続
投資信託会社 1社認可取消,6投信運用社整理手続
信用金庫 2金庫認可取消,22金庫経営管理,9金庫経営指導
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された ('97年12月)0
金融構造調整ぽ98年以降の第2段階,そしで99年の第3段階-と続き,不良銀行及び第
2金融圏の整理が推進され,'99年末の完了段階で全銀行のBIS比率80%達成が実現される
ことになっている｡
金融監督委員会は金融機関の資産健全性についてゐ監督を強化するに当り国際基準の貸
出健全性分類及び充当金積立基準をつくり,適時の是正処置発動要件についての監督機関
の悪意性を排除し,国際的公示,監査,会計基準を作成することになった｡そして同委員
会ぼ99年 1月より市中銀行に適用される健全性規制を特殊銀行と開発金融機関にも導入
し'99年3月まで産業,輸出入,企業銀行を検査しうる装置をつくるとともに産業銀行に対
する検査をすることになっている｡更に銀行と綜合金融会社の同一系列企業への与信限度
額は自己資本の25%以内-と大幅に引き下げられるとともに,総資本の10%を超える巨額
与信の総額は総資本金の500%以内を限定として運用し,超過分は2000年まで減縮される運
びになっている｡更に政府は銀行の所有構造の改善及び責任経営制の確立のための銀行法
の改正等,金融構造調整の加速化と金融規制の緩和を目指して,22件に及ぶ金融関連法律
の改正ないし制定を進めて来た｡
構造調整によって金融機関の健全性が確立され,監督機構の設置等制度的装置の整備に
よって金融システムの安定性が確保されれば,金融機関は本来の姿に戻って商業的原理に
徹し効率性と生産性を高めなければならない｡政府は銀行,保険,証券,信託等金融及び
金融サービス業への参入条件を緩和するために現行の認可制を一定基準下での登録制に転
換するとともに金融機関間の吸収,合併を促進するために各種の認可,承認事項を廃止す
(ll)
るための法案を検討し,'99年5月中に最終案を確定することになった｡規制緩和,韓国版
ビックバンが進み金融市場が対外的に完全に解放されれば競争は激化し,そこで生き残る
ために金融機関は経営革新を推進しなければならない｡
金融構造調整を推進するに当って政府は,金融機関の自救努力を積極的に誘導するとと
もに,不良債権の買収や増資等を支援するために総額64兆ウォンにものぼる公的資金を投
入している｡その中の約50%は金融機関の不良債権を買収するために,そして残りは増資
及び損失補填と預金の肩代わり支給に当てられている｡それに特殊銀行増資に当てる8.5兆
ウォンを加えれば公的資金の投入総額は72.5兆ウォンに達する ((表4)参照)｡政府の増
資支援と銀行の資本拡充努力によって,一般銀行のBIS資本比率は1997年末の7.04%から
(12)
1998年末には8.23%-と高まった｡
2.結果
構造調整が推進される中で金融機関は大きく再編されている｡先づ構造調整を経て金融
機関は数的に大きく変化した｡(表5)は構造調整前後の金融機関数の変化を示したもので
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(表4〉金融構造調整のための公的資金の投入 (単位 :兆ウォン)
既投入(97.ll-98.12) '99年中投入予定 計
不良債権買入 19.9 12.6 32.5
増資及び損失補填 13.2 4.3 -17.5
預金肩代り支給 7.8 6.2 14.0
小 計 40.9 23.1 64.0
_特殊銀行増資 8.0 0.5 8.5
出所 :金融監督委員会
(表5)構造調整前後の金融機関数
金融機関 構造調整以前 構造調整以後 ('99.5月末現在) 新設 現在
瓢 合併 営業停止等 計
銀 行 33 5 5 10 - 23
綜 金 社 30 16 2 18 - 12
証券会社 30. 5 1 6 '2* 32
投 信 社 31 2 5 7 - 24
保険会社 50 4 1 5 - 45
リー ス会社 25 5 5 2 22
信用金庫 231 24 3 13 40 - 191
信 協 1,666 52 26 53 131 9 1,544
*転換
出所 :金融監督委員会
ある｡認可の取消しや合併によって銀行数は33行から23行へと約3分の1,そして綜合金
融会社数は30社から12社-と3分の2近 くも減少したのである｡
金融機関の再編成は数的側面においてのみでなく金融機関相互間における相対的地位の
変動においても大きく進行した｡金融機関の数的変動 (減少)は不良金融機関の退出と合
併によるものであるあが,その過程は同時に残存個別金融機関の相対的地位の変動の過程
でもあったのである｡
先づBIS自己資本比率8%という基準に達せず不良銀行との判定を受け正常比移行覚
書を提出させられた前述の7行は,政府の勧告を受け,積極的に外資の誘致と合併を進め
た｡その中で商業,韓-銀行が合併を宣言し,必要な手順を経て,-ソピッ銀行として登
場するようになった｡江原銀行は現代綜合金融会社と合併することになり,朝興銀行は忠
北銀行,更には江原銀行と合併すること●になった｡一方,経営診断が実施された13行も必
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ずLも満足な評価を受けることは出来なかった｡そこでこれらの銀行も合併を進めた｡そ
の中でボラム銀行と-ナ銀行そして国民銀行と長期信用銀行はそれぞれ合併するにことに
なった｡信託銀行は方向未定であるが,新韓,韓美の2行は独自生存が予想されており,
地方銀行 5行 (大鞘,光州,慶南,釜山,全北)紘,自救努力を通じての独自生存又は合
併を,そして経営改善命令を受けた済州銀行は大株主の追加的増資による生き残りをそれ
ぞれ模索している｡政府管理下に編入されていた第 1銀行ぼ99年9月に海外への売却交渉
の妥結をみた｡
合併運動が展開されるなかで銀行界では,商業一韓一,-ナーポラム,国民一長期信用,
朝興一江原等合併4行を主軸とする先導銀行グループ,外換,新韓,信託,韓美,第1又
はソウル銀行を買収した外資系等からなる中堅銀行グループ,そして地方銀行からなる地
域銀行グループという構図が新たに形成されるようになった｡このような構図は未だ流動
的であり,今後の展開によっては変動が充分あり得る｡例えば中堅銀行も今後合併を通じ
て先導銀行グループに仲間入りする可能性があり,地方銀行はソウルに本店をもつ都市銀
行との戦略的提携を通じて地域鍍行としての地位の確保を模索するであろう｡更に合併を
(表6)金融校閲の人員,店舗減少状況
人員 .店舗数 (人,個) 1人当り資産 (億ウォン)1)
797年末 '98年末 増減率 (%) '97年末 '98年末 増減率(%)
一般銀行 人員店舗 114,6196177922 75,6041831 28 △39,015(△34%)994 162 5 49n.a. 76n,a. 55n.a.綜金社
リース社 人員 2,172 1,080 △ 1,092(△50%) n.a. n.a. n.a.
証券社 人員店舗 27,232134983 04 22,355ll.496487 △ 4,877(△17.9)200 4-18425 22 n.a.13.4 n.a.17.7 n.a.32保険
-投信社 人員会社 6,2301･104253 121666 5,004282692 767152 A 1,226(△20 )△ 7 32;119 11 9355 5.74 13.934164 39.2637 18220.9
相互信用金庫 人員会社
注.1)投信社は1人当り受託高
出所 :金融監督委員会
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果たした-ナ,ボラム銀行は将来,投資,証券,保険,住宅金融等すべての金融分野で営
(13)
業するユニバーサル云ソクへの動きをみせているo構造調整によって金融業界では大きな
地殻変動が行っているのである｡
個別金融機関内部の調整も進んだ｡金融機関は不良化を免れるための日数努力の一環と
して人員や店舗の大幅な整理を進めた｡'98年末現在までの1年間に一般銀行の人員数と店
舗数はそれぞれ34%と16%減少したのに対して1人当り総資産は55%増加した｡その他の
金融機関の場合,会社によって差異があるが, リース社では人員が50%も減少し,証券社
は人員の18%と店舗の15%が減少した (く表6)参照)0
その間推進されて来た金融機関構造調整の成果はどの様に評価されているのであろう
か｡(表 7)はこの様な問題について,'99年6月に金融機関,企業,政府,学界の専門家103
人を対象に実施したアソケ-ト調査の結果をまとめたものである｡アンケート調査は会社
機関の組織 ･人員削減,不良金融機関の整理,銀行の合併,金融機関の海外売却,不良債
権の処理,規制監督機構の改編,健全性基準の強化,規制の実効性等主要 8項目に対して,
金融市場の機能回復,金融制度の安定性確保,金融産業の効率性向上,構造調整財源の効
率的使用,イソセソヂブ構造の改善等5つの評価基準についての意見を聞くという方法で
行われた｡全体として総合的にみた場合,金融構造調整に対する評価は10点満点基準で
(表7)金融構造調整の総合評価
金融政閑組織/人員削減 不良金融機関些理 銀行合併 金融機関海外売却 不良偉権処理 規制監督機構改編 鹿全性基準強化 規制の実効性 評価基準別総合評価
金融市場の機能回復 7.4 7.4 5.9 6.9
金融制度の安全性確俸 6.4 5.5 7.9 7.7 7.2 7.8 6.7 7.0
金融産業の効率性向上 短期的費用節減 6.6 7.4 8.0 6.2 5.5 6.7
中.長期力量強化 5.1 6.2 8.0 7.2 6.8 6.1 6.6
構造調整財源の効率的使用 6.0 6.5 6.4 4.6 5.2 6.3 7.3 6.0.
インセンチブ構造の改善 6.6 6.5 5.1 5.0 5.2 7.9 7.5 6.3
出所 :親政範,｢第1次構造調整の成果と今後の課題｣,『第 1次金融調整の成果と今後の政策方
向』,韓国経済研究院,1999年7月,●25貢｡
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6.0-7.0と普通を若干上回っている｡項目別にみれば,金融制度の安定性確保,金融市場
の発展のための与件の造成,規制 ･監督の合理化等金融環境の改善には或る程度成果をあ
げているが,金融産業の中･長期力量強化,構造調整財源の効率的利用,インセンチブ改
善及び法律･制度の安定性と信頼性提高の面では不十分であったと評価されている｡一方,
金融監督院の資料によれば98年末現在においても金融機関全体の不良債権は未だ貸出総
額の10.4%に当る60兆ウオソに達している｡貸出総額に対する不良債権の比率はリースが
30.1%と最も高く,証券27.3%,公庫24.0%,信協22.3%,綜金20.0%,保険8.8%,特殊
(14)
銀行8.0%,一般銀行7.4%の順になっている｡金融機関の構造調整は未だ多くの課題を抱
えているといえよう｡
IV.企業構造改革
1.背景
企業構造改革の核心は財閥改革にある｡韓国の財閥は血縁的に継承されるオーナーに
よって集権的に支配される多角化した事業複合体であるという特徴をもっている｡個々の
大企業はその殆んどが特定財閥の企業グループの1つの構成部分として存在している｡
従って ｢企業構造改革｣は本質的には ｢財閥改革｣ということになる0
韓国の財閥は売上げや資産等の基準により｢5大｣,｢10大｣,｢30大｣財閥と格付けされ
ている｡財閥は,過去30余年に亙る韓国の急速な工業化,経済成長の過程で,政府の経済
開発政策に積極的に即応しそして政府の各種支援に支えられて急速に成長し巨大化した｡
これら財閥は関連の有無を問わず,さまざまな産業部門に亙って事業を展開しながら企業
の外形的ないし ｢蛸足型｣拡張戦略を追求して来た｡その結果,財閥は,格付けが上位で
あればある程,事業を多角的に展開し,軽工業から重化学工業,さらには半導体産業にい
たる工業部門と金融,輸送,物流業など広範な分野に亙ってワンセットづっの大企業をも
つ企業集団を形成するようになった｡これら財閥は付加価値生産,輸出など経済活動のさ
まざまな分野で大きな比重をもっている｡(表8)は30大財閥の経済的地位の推移を示した
ものである｡1995年現在30大財閥は付加価値生産においてGNPの16.2%,全産業の売上高
及び総資産においてそれぞれ,45.8%と44.6%を占めている｡開発年代を通じて経済開発
の主役として積極的役割を遂行しながら急成長した財閥は経済力を大きく集中し,今や韓
国経済において極めて重要な要素となった｡従って財閥改革は金融改革とならんで経済構
造改革の核心を成すものである｡
巨大な経済力をもつ財閥はオーナーないし大株主によって強力に支配されて来た｡財閥
オーナーの強力な支配力は資本の所有構造に基づいている.(表9)昼30大企業集団の内部
持分率の変動推移を示したものである｡ここで ｢内部持分率｣とは大株主1人と系列会社
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く表 8)30大財閥の規模別経済力一般集中度推移
(全産業1) (単位 :%)
総資産3)
5大4) 10大4) 30大4) 5大 lo大 30大 -5大 lo大
6.6 8.1 12.5 30.8 38.6 48.8 23.5 31.3
6.1 7.9 ll.0 31.5 38.7 48.7 25.1 33.8
7.4 9.8 12.9 30.5 37.5 47.3 25.5 33.7
7.2 9.6 13.0 27.2 32.8 41.3 24.0 32.5
7.8 10.2 13.6 27.6 34.1 41.7 24.0 32.6
10.1 12.8 16.2 30.7 37.8 45.8 25.4 33.8
???????
???
?? ????????
?
?
注 :1)金融･保険業を除いた全産業
2)付加価値のGNPに対する比率
3)全産業に対する比率
4)財閥のランク
出所 :韓国経済研究院
く表9)30大財閥の内部持分率奨動推移
(単位 :%)
区分 1987 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
大株主1人持分(A) 15.1 13.7 13.9 12.6 10.3 9.7 10.5 10.3 8.5 7.9
系列合社持分 (B) 41.1 31.7 33.0 33.5 33.1 33.1 32.8 33.8 34.5 36.6
出所 :公正取引委員会
が所有する株式比率のことである｡｢大株主1人｣とは姻戚を含むオーナー自身のことであ
るo内部持分率ぼ90年代に入り低下傾向にあるとはいえ'98年にはむしろ上昇して44.50/.に
達している｡ところでこの内分持分率はその大部分 (36.6%)が系列企業が相互に出資し
合った持分であり大株主 1人の持分は7.9%に過ぎない｡オーナーは僅か8%にも満たない
持分をもってグループ企業全体に対して強力な支配力を行使している訳である.それは
オーナーが投資した代表企業が他の系列企業に出資し,そしてそれら企業が相互に投資す
るということによって高い ｢内部持分率｣を確保しているからである0
財閥の急速な成長過程で必要な資本は資本市場で調達されるよりも銀行融資によって調
達された｡財閥の系列企業は銀行融資を受ける際相互に債務を保障した｡それによって系
列企業は自己の担保能力をはるかに超える融資を受けることが出来た｡財閥企業の旺盛な
資本需要に銀行は積極的に融資した｡銀行融資という間接金融に大きく依存する限り財閥
企業は,所有構造に大きな変動を伴うことなく,拡張戦略を追求することが出来たのであ
る｡ .
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拡張戦略は,個別企業の外形的拡張のみでなく,新たな事業分野への多角的進出という
形で積極的に進められた｡むしろ多角化こそ財閥が追求した戦略の核心であったといえる
であろう｡ 多角化は本来の事業との関連分野のみでなく非関連分野にも及んだ｡特に｢5
大｣財閥において特徴的に見られるように,上位財閥であはある程,非関連多角化が一般
的であった｡それは財閥の ｢輪足型拡張｣の過程であった｡そこで財閥は関連,非関連事
業分野で多数の系列企業を抱えるようになった｡例えば｢5大｣財閥の順位によってみた
系列企業数は,現代57社,三星59社,大字29社,LG52社,SK (鮮京)47社である ('97年
(15)
10月現在)0
間接金融に大きく依存した拡張の結果,財閥企業の債務は巨額に上 り,財務構造は悪化
した｡5大財閥の自己資本に対する負債比率は,'97年4月現在,現代437%,三星267%,
(16)
LG347%,大字338%,SK383%と三星を除いて,300-400%台の水準に達している｡東西
証券の分析によれば12月未決済上場企業499社の平均負債比率ぼ96-'97年に245.60/.から
(17)
281.8%へと19%も増加した｡借入資金への過大な依存は企業の金融費用を高め利益を減少
させることになる｡高賃銀構造の中で労働費用も著しく高まった｡10大財閥の'97年上半期
の純利益は6,218億ウォンと前年同期の1兆733億ウォンに比べて42.1%も減少した｡特に
(18)
三星の場合,それは74.8%も減少した｡
高費用構造の中で企業は経嘗合理化や技術開発を積極的に進めて経営効率 ･生産性を高
めなければならなかった｡企業もその必要性は十分認識し,それなりの努力をしたことは
事実である｡しかし硬直的な労働市場の中で企業合理化は困難であり,外国からの先進技
術の導入も容易ではなかった｡更に広範な非関連事業分野に亙る企業群を傘下に収めてい
る巨大財閥がそれら全企業の経営効率を一律的に高め,強い競争力を備えることは極めて
困難であった｡そこで財閥企業グループのうちで, 1部の企業が健全であっても他の企業
が不健全であれば,そのことがグループ全体の経営基盤を弱くすることになる｡
その様な中でも財閥の拡張指向性は弱まらなかった｡90年代に入り三星は,既存の三大
メーカーだけでも生産力過剰といわれた自動車産業-参入し巨額の新規投資をした｡自動
車産業への参入は,韓国財閥格付け第1位を続け最も堅実だと評価されて来た三星に,財
務上大きな負担をかけることになった｡既存の自動車メーカ-3社は競争的に海外自動車
業界に進出した｡更に三星と現代は,それぞれ数千億ウォンを投入して石油化学へ新規参
入した｡この様な巨大な設備投資は過剰,重複投資として世論の批判を受けたのであるが,
投資のための資金は金融機関からの借入れに大きく依存したのである.斗山グループの様
に系列企業の統合及び投資先企業の株式持分の売却等を通じて構造調整を前もって推進し
た事例はあるがそれは例外的なことであった｡
財閥グループの中でも非公開企業は経営実績が不良であっても外部に公表されることは
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なく,主力銀行もグループ企業が相互保障しているので特に問題にしなかった｡謂わは相
互保障は財閥の飽くなき拡張を可能にした手段であった｡しかし過度に外部資金に依存し
て無謀にまで拡張戦略を追求する企業は究極的には行詰らざるを得ないであろう｡そのこ
とば97年における企業の大規模な過剰,重複投資のなかで現実のこととして現れたので
あった｡
過剰,重複投資の代表的例としては巨大な鉄鋼プラントの建設を推進した ｢韓宝｣があ
げられるであろう｡自動車メーカーの ｢起亜｣も事業範囲を拡大して破綻した｡同様な例
は堅実な自動車部品製造企業を持ちながら造船業にまで進出した ｢漢肇｣グループ,堅実
な放維企業でありながらリゾートホテルに過大な投資をした｢ツアンバソウル｣,酒類の大
メーカーでありながら流通,建設,ケイブルTV分野まで多角化した｢虞露｣,大手アパー
ト建設企業でありながら百貨店や放送分野までも手がけた ｢青丘｣等枚挙にいとまがない
(19)
程である｡(表10)は破綻した大企業の財務構造を表わしたものである｡30大財閥平均の場
合も高い負債比率が不渡大企業の場合には比較にならない程高く,それだけ金融費用負担
率も高い｡従って自己資本利益率は極めて低い｡財務構造の劣悪な状況が示されているの
である｡
企業の飢くなき多角化戦略の追求とそのための巨大な投資を資金面で支えたのは銀行か
らの融資であった｡しかし一旦それらの企業が行詰り破綻するようになれば,そこに融資
した金融機関はそれだけ不良債権を抱き込むようになる｡特に破綻企業に大きく肩入れを
した主力銀行に対する不安が高まり市場は警戒するうようになる｡それが拡散すると結局
は,金融危機に追い込まれるようにな声｡金融構造改革そして企業構造改革はこの様な事
態に直面して,金融機関と企業を構造的に改善するために進められているのである｡
(表10)'97年不渡 (裕余措置を含む)大企業の財務構造 ('96年基準)
(単位 :%)
韓宝 三美 虞露 大農 韓信共営 起亜 30大財閥平均2)
負債比率 2,086 2,809 1,699 __1) 651 522 355
金融費用負担率 6.6 15.7 19.6 12.3 ld.1 6.6 4.8
自己資本利益率 -5.2 -173.7 -195.1 -325.7 -2.0 -5.6 1.1
注 :1)大農は資本の完全蚕食により負債比率計算不能｡
2)グループによる規模の差異を考慮し,自己資本,売上高,流動負債等の比重
を加重値として使用した加重平均｡
出所 :LG経済研究院
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2.目標と内容
｢企業構造調整｣と呼ばれている改革は韓国企業が持つ構造的問題を根本的に是正しよ
うとするもので,次の如き5大原則に基づいて進められている｡即ちそれは①企業経営の
透明性の確立,(訓目互債務保障の解消,③財務構造の健全化,⑥核心企業の設定及び中小
企業との協力強化,⑤支配株主と経営者の責任性の強化である｡相互に間接な関連をもつ
これらの原則は前述の如き韓国企業構造の本質的問題にかかわる改革の方向を示すもので
ある｡
企業構造調整は政府が介入,強制するのではなく市場原理により企業自らが自律的に推
進することになっている｡だからといって構造調整の推進が企業の自律性のみに任され政
府はただ傍観者的立場にあるのではない｡企業構造の本質にかかわる問題の早急で根本的
な改革は,当事者としての企業が自らの力のみで推進するには余りにも大きく困難な問題
である｡そこで政府が大きな役割を果さなければならない｡事実,政府は企業構造調整を
推進するために政治的,行政的方策を動員して直接 ･間接的に誘導したり支援している｡
政府と財界は,早くも'98年 1月に企業構造調整のための5大原則に合意した｡これを受
けて現代,三星,LGの3大財閥は早々に事業縮小,財務構造の健全化,債務保障の解消,
連結財務諸表の作成等を主要内容とする改革案を相次いで発表した｡(義ll)は5大財閥の
構造調整計画をまとめたものである｡そこでは5大財閥は各自のスケジュールに従って核
心事業を選定して系列社を大きく調整し,外資導入や関連企業ないし持株の売却を通じて
財務構造を改善することを明らかにしている｡一方政府は ｢合意｣を受けて,'98年2月末
までに公正取引法,証券取引法,倒産関連法,株式会社の外部監督に関する法律等10大関
連法令を改正した｡
この様に構造調整は企業自ら自律的に推進するが,それが不十分であったり遅滞する場
合政府は必要な行政手段や政治力を動員してその徹底的で早急な推進を促している｡更に
政府は関連制度を持続的に補完 ･整備するとともに,企業の合併,分割,負債償還,株式
(20)
譲渡,事業用固定資産の交換等企業の自救努力に対して減免税等税制上の支援をしている｡
企業構造改革の第1の原則は企業経営の透明性を確立することである｡そのために,上
場会社は外部者の監査を経た財務諸表を国際基準によって作成,公表するとともにグルー
プ内の関連会社に対する連結財務諸表も公開しなければならない｡そして公認会計士の独
立性を高めるため上場企業及び財閥に対して外部監査人選定委員会の設置が義務づけられ
るようになった｡これで財閥傘下企業グループの連結決算が行われて公表されることにな
り,経営の透明性が確保されるものと期待されている｡連結財務諸表の導入時期は当初の
2090年から99事業年度までと早められているoそこで98年度中には連結財務諸表の作成基
準を制定し,企業会計基準も国際的基準に合うように改正されることになった｡そして上
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(義ll)5大財閥の構造調整計画 (1998年5月)
外資誘致 核心事業の選定 系列社の調整 財務の改善 其他
_現代 2002年まで85億 建設,自動車, 現代海上等9社 1999年まセ負債 大秩主(オーナ )ー
ドルの外資導入 電子,重化学, の系列からの分 比率 を194%に の私財を2002年ま
金融及びサービス 離 縮小 で2,819億ウォン出資
三星 '98年 中 に50億 電子,金融,サー 電気,電管,コ- 負債比率を1999 国内不動産 (2ドル誘致 ビス等4-5業 ニソグ3部品会 年197%,2002年 兆1,000億 ウオ
檀 社の統廃合 124%に縮小 ソ相当)の売却
大字 2000年まで70億 ■(秩)大字,自 2000年まで系列 負債比率を現在 中期資金支援,
ドル誘致 動車,重工業等 社を20社に縮小 の413.8%か ら 輸出支援及び海
主力育成 1999年 末 まで67.5%に縮小 外同伴進出の強化
LG 関連企業の売却 化学,電子,金 非主力業種の売 負債比率を1999 主要オフィスビを通じて65億ド 融,サービス部 却 年 まで199%に ルの売却
ルを調達 門の中か ら3-4琴種 縮小
SK 持分の売却及び エネルギー,悼 系列社を45社か 1999年まで負債 大株主株式の現外資誘致により 報通信を主軸と ら10余社に縮小 比率 を200%以 物出資及び配当
出所 :『IMF下の構造調整政策の点検と課題』,韓国経済研究院,1998年8月,25京Q
場会社は2000年第 1･4分期より義務的に分期報告書を作成することになっている｡
第 2の原則はグループ企業相互間の債務保障を解消することである｡これはグループ企
業間相互出資の縮小とともに企業の資金調達力を ｢蛸足型｣拡張のためではなく核心部分
を中心とした企業発展に集中させようとするものである｡ しかし財閥企業の成長を支えて
て来た相互債務保障を直ちに解消することは財閥自体の経営破綻,ひいては国民経済の大
きな混乱を招 くかも知れない問題である｡だからといって相互債務保障の解消をいつまで
も延ばすわけにはいかない｡それは改革自体を遅らせることになるからである｡改正公正
取引法 ('98年2月)は30大財閥の新規財務保障 と金融機関の系列社債務入保要求を禁止す
るとともに,既存債務保障は2000年 3月まで解消することを決定した｡更に政府-IMF間
の第 4期金融政策に関する合意内容によれば,5大財閥ぽ98年末までに異業種間のすべて
の相互債務保障を解消し,2000年 3月までにほ同業種間相互債務保障までも完全解消する
こととなっている｡
第 3の原則は財務構造の健全化である｡そのために財閥企業は負債償還計画や予想され
る現金の流れ及び利子負担能力等を主取引銀行に提示すれば,銀行は債権者として,不良
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企業判定委員会を設置して,優良企業と不良企業を判別し,前者に対しては支援をそして
後者に対してほ迅速な退出を誘導することにした｡そして企業にとって自己資本を5倍以
上超過する借入金の利子は2000年から経費として認められなくなった｡第1次判定 ('98年
6月)の結果,5大財閥傘下企業20社と6-30大財閥傘下企業20社を含む55社が退出対象
の不良企業として指定された｡これら退出対象大企業55社の整理方式は清算(26社),売却
(21)
(13社),合併 (12社),其他-指定管理 (4社)等である｡財閥企業の負債償還計画は所
有不動産等各種資産や一部企業の売却も含まれている｡銀行は債枚回収のための専担部署
を設置し,外国人専門家を採用しながら企業のリストラ計画の評価と債権回収能力の強化
を進めている｡
企業構造調整を円滑に推進するために各種支援制度も活用されるようになった｡政府は
会社整理法,和議法,破産法等倒産関連法を整備 ('98年2月改正)し,引き続き法律の未
備点を補完し企業整理手続の迅速化のための制度改善を進めている｡更に産業銀行等25の
金融機関によって設立された('98年10月)1.6兆ウォン規模の企業構造調整基金は貸出金の
出資転換や短期債務の長期転換等を積極的に支援し,成業公社や金融機関は資産担保付債
券の発行を活性化することによって資産の売却および流動化を促進し,そして土地公社ぼ
(22)
98年10月まで3.5兆ウォン程の企業保有不動産の買収を推進した｡
この様な中で5大財閥系列企業は重複,過剰融資を解消するための9業種の事業構造調
整とともに系列全体の企業改善作業(workout)を併行して推進し,6-64大財閥系列及び
中堅大企業は,既に選定された企業および新たに追加される企業を中心に債権銀行と企業
間の協議を通じて企業改善計画を樹立 ･推進し,そして中小企業は各銀行の中小企業対策
班が中心になり自救計画等を勘案して企業改善作用を推進することになった｡
この様にして第1次判定で退出大企業として指定された5大財閥傘下20社を含む55社の
中で,'99年5月現在,17社は持分及び事業売却,分社,債権団との協議により再生し,ll
社は合併,5社は指定管理,そして22社は清算された｡更に'98年10月には5大財閥主債権
銀行が追加選定した退出対象25社の中で5社が清算又は売却,4社が合併された｡(表12)
は5大財閥の負債比率縮小推進状況を表したものである.その間一定の実績をあげている
ことは事実であり,'99年末の200%以下という目標達成は可能であると予想されている｡
しかしすべてが順調に進んでいる訳ではない｡その中で特に注目されるのは大字の場合
である.大字ぼ97年末～'98年末に負債が42兆8000億ウォンから59兆9000億ウォンへと17兆
ウォンも増加した｡大字は拡大経営を続けながら構造調整は他の財閥に比べて1年以上も
遅れそして事業調整も遅れた｡その中で大字ぼ99年7月に到って11兆ウォンにのぼる短期
債務の支払満期が到来することによって資金難が集中し経営危機に陥った｡財閥ランチン
グ第3位の大字の破綻は国民経済に及ぼす影響も大きいoそこで政府は債権金融機関を通
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く表12)5大財閥の負債比率縮小推進現況 (単位 :%)
1997年末 1998年末 1999年末(目標)計画 実績
現代 5ケ2.3 - 449.3 199.7
三星 365.5 271.0 276.0 193.5
大字 473.6 - 527.0 199.5
LG 507.8 364.0 341.0 199.8
SK 466.2 377.3 354.9 199.7
注 :負債比率は資産再評価を除いた数値
出所 :『今後の大企業の環境変化と対応課題』 韓国経済
研究院,1997年7月,18頁｡
じて4兆ウォンの資金支援を新たに始めた｡これに対して大字は自救計画として(1)10兆ウ
ォンの追加担保を債権団に提供する,(2)大字グループを自動車と㈱大字中心の専門グルー
プに再編成し,余他系列社は独立法人化を推進する,(3)現会長は経営正常化後経営陣から
引退する,という案を提示した｡これに対して債権団は構造調整実績が不振の場合,担保
を処分しグループを強制解体する方針である(23)0
他方6大財閥以下中堅大企業については,企業改善作業対象企業として,83社が追加選
定されたが,その日放計画の遂行実績ぼ95年 5月現在,資産売却110/0,人員削減500/.と不
振状態にある｡中小企業については,'98年末まで満期延長,新規支援,金利優待を通じて
総計42.4兆ウオソにのぼる資金を援助した｡
第4の原則は核心企業を中軸とする財閥企業グループの再編成である｡これは非関連産
業部門の多数の企業から成 り立っている財閥企業グループを核心企業を中心とする関連産
業企業グループに再編成することによって,財閥の ｢蛸足型｣拡張指向性と過剰,重複投
資の要因をなくし,経営資源を主力部門に集中して企業の経営効率そして究極的には競争
力を高めようというものである｡
そのために財閥は,それぞれ自分の核心事業分野を設定し,債務改善約定に照して,企
業改善作業をする時には,非主力企業を果敢に整理しなければならない｡それは財閥間の
大型業種交換,いわゆるビックディールを含むものである｡特に多くの業種にわたってそ
れぞれ大企業を競合的にもっている5大財閥の場合,核心事業部門中心の企業グループ再
編成に当って,ビックディールは重要である.しかしビックディールは,財閥の産業的基
盤を大きく再編成し将来的には財閥相互間の相対的地位に大きな影響を及ぼしうるもので
あって,特に事業多角化を広範に推し進め多くの産業分野で競合する大企業をもっている
5大財閥にとっては重大なことである｡従って核心事業部門中心の企業体制造 りの必要性
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ほ認めながらも,5大財閥が大型業種交換を自発的に協議して進めることは実際において
はそれ程容易なことではない｡そこで政府はビックディールを5大財閥の自主性に任すと
しながらも,必要な政策手段と政治力を動員し強力に誘導しているのである｡
この様な中で5大財閥は協議を重ね'98年9月に相互の事業構造調整について合意した
内容を発表した｡その内容は (表13)にまとめられている｡合意では事業構造調整の方法
はビックディールよりもコソソーシュムという折衷方式になっているが,9つの事業分野
で既存の企業体制を大きく再編成し,5大財閥の事業構造も大きく再構築することになっ
ている｡合意された事業構造調整が実現されれば,それぞれの事業分野でより強力な企業
体制が構築され,過剰,重複投資を回避しながら経営資源をより効率的に利用することに
よって企業の国際競争力は大きく高まることが期待されている｡特に各事業分野で合併に
より単一法人として営業する企業は積極的に外資を誘致するとともに,既存の財閥体制で
紘,実質的にはなかった専門経営者体制を確立することになっている｡
事業調整は,関連事業分野における企業体制を大きく再編成するような重大な変草を伴
うものである｡そして,それは関連企業間における利害関係の鋭い対立や大規模なリスト
ラを伴うものである｡従ってその推進は容易なことではない｡例えば半導体部門における
現代とLGの間でみられたような責任経営主体の決定や被合併企業の株式評価をめぐる葛
蘇,電子部門における大字の場合のように被合併企業の従業員の反掻,そして自動車部門
の三星にみられたような被合併企業傘下の多数の下請部品メーカーの不安 ･反擬等,事業
調整に伴う企業間及び企業内部の葛藤,摩擦は社会的にも大きな問題としてとり上げられ
た｡更に事業調整を推進するに当って企業は政府に対して出資転換,税金の減免,優待金
利の適用,短期負債の長期転換,新規の資金支援等を要求している｡税制 ･金融を通じた
政府の支援に対しては特定財閥,企業への特恵賦与であるという与論の強い批判もある｡
この様な中で事業調整は,余曲折を経ながらも,合意後1年後の'99年9月現在まで精油,
半導体,鉄道車軸等の3業種で完了し,航空機,船舶用エンジン,発電設備は10月完了を
目標に進めている｡石油化学は今後に課題を残しており,自動車は霧散した｡事業調整に
(24)
係わる今後の課題としては債権団の出資転換や外資誘致業があげられている｡
第5の原則は支配株主及び経営者の責任性強化という企業の支配構造即ち,コーポレー
トガバナンスに係る問題である｡財閥オーナーは,自身の株式持分は大きくないにも拘わ
らず,系列社の相互持合い持分と併せ持つことによって高度の資本支配を実現し,それに
基づいて強力な経営支配をして来た｡オーナーのグループに対する統制力は絶大で,新事
業への進出等企業の重要な意思決定は究極的にはオーナーの判断によって行われた｡絶大
な統制力を持ったオーナーの主観的,直観的な,その意味で非合理的な意思決定に基づい＼
て遂行された企業者活動によって韓国の企業は成長し今日の財閥体制が形成されたのであ
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(表13)事業構造調整の合意内容
業 種 調整前 調整後 効 果
半導体 三星電子 三星電子 三星と合併社がメモリ半導体
現代電 合併後現代が責任経営主 の分野で世界1,2位を占め
LG半導体 体となるo 国際競争力を強化するo
石油化学 大山団地 合併して単二法人を設立し外資を誘致するo蔚山,寛川油化団地では,SK,LGを中心に構造調整を第2次に推進する○ 大山団地内の三星 .現代合併
三星綜合化学現代石油 社が世界10位圏に進入o
航空枚 三星航空枚 三星,大字,現代の-3社 大韓航空を除いた3社の合併
大字重工業 が合併し,その後に外資 により経営条件の好転が期待
現代宇宙航空大韓航空 を誘致するo されるo
鉄道車庫 現代電工 3社合併後に外資を誘致 3社合併により経営改善及び
大字重工業韓進 するo 国際競争力強化を期すo
発電設備 韓国重工業 現代の発電設備と三星の 一元化により国際競争力を強
現代重工業三星 発電設備 (ボイラー)を韓国重工業に移管し一元化するo 化するo
船舶用エソジソ 三星重工菓現代 業韓国 韓国重工業が三星の事業を引受けるo現代と韓国の2社体制o 3社体制から,現代 と韓国(重)の2社体制へo
精油 韓火エナ-ジ 現代が引受けるo 韓火の引受けにより現代が業界第3位に浮上するo
自動車 現代自動車起亜大字三星 現代が起亜をそして大字が三星を引受けるo 4社体制から2社体制へo
出所 :朝鮮日報,中央日報,1998年9月4日;韓国経済研究院 『事業構造調整の国民経済的効果
分析』,1998年12月,19頁より作成｡
る｡ しかし開発期を経て経済は高度の段階に到達し,企業も初期的成長期を経て巨大化 し
た段階においてほ,企業者活動は合理的な意思決定に基づいて行われなければならない｡
にも拘わらず韓国財閥におけるオーナーの絶大な意思決定権は制約を受けることな く行使
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することが出来た｡その中でオーナーは,個人的な ｢趣向｣にこだわ り,市場展望の不透
明にも拘らず,事業拡張や新規事業-の進出に巨大な資金を投入することによって大きな
財務上の負担を抱えながら過剰,重複投資に陥り,ついには自らの経営基盤を不安におと
し入れることもあった｡そこで,財閥オーナーないし経営者の企業支配権及び経営責任が
根本的に問われるようになったのである｡
企業の所有,経営支配構造を改善するための方策としては,株式の相互持合いの縮小,
上場会社に対する機関投資家の議決権制限廃止,小額株主権の強化等があり,それによる
大株主に対する責任経営体制の確立が図られている｡特に小額株主には経営者及び監査を
対象とした集団訴訟が許容されることになった｡証券取引法の改正により代表訴訟等小額
株主権の行使要件は緩和され,商法改正によって会社の定款で規定する場合,小額株主も
理事選出に当って票をまとめて集中投票することが出来るようになった｡この様な動きの
中で,'99年3月に行われた財閥グループ社の株主総会では,小額株主グループが総会案件
とは別把,会社の投資失敗の事例や資金運用の不透明性を集中的に質問し,失敗した事業
に対する役員陣営の責任を強力に追求するという,これまには見られなかった新しい動き
(表14)企業支配構造関連制度の改善内容
区 分 制度改善内容
経営透明性捉高 ･2000年より結合財務諸表作成の義務化予測情報公示制度及び公示違反に対する処罰の強化
･公示の適時性を高めるための分期報告書制度の導入
支配権市場の ･義務公開買収制度の廃止敵対的M&Aの許容
活性化 ･外国人の株式取得時における理事会の同意要件を調整 :10%1ー1/3以上
･出資総額限度及び自社株取得限度の廃止
株主疲及び支配株主の責任強化 ･少額株主権限の強化
-代表訴訟提起権等少額株主の権限を大幅強化
-理事選任時における集中投票制の導入
･支配株主の責任強化
-理事の忠実義務の新設
-業務執行関与者 (事実上の理事)の責任規定の新設
･機関投資家の裏投票の廃止
-信託財産 (投信及び銀行の信託勘定)の議決権賦与
-支配目的の議決権行使の制限
社外理事制の導入 ･上場法人の社外理事選任の義務化 (1999年より1/4以上)
出所 :『今後の大企業の環境変化と対応課題』,韓国経済研究院,1997年7月,34京｡
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が注目を引くようになった｡上場法人の社外理事選任も｣義務化されるようになった｡(表14)
は上述のような企業支配構造関連制度の改善内容をまとめたものである｡
3.追加的目標
以上において企業構造調整の5原則の内容とその推進状況について考察したが,最近政
府はそれを補完する手段として3原則を追加し,■｢5+3原則｣の推進を宣言した｡新たな
3原則ぼ99年の光復節 (8月15日)慶祝辞の中で金大中大統領が聞明したもので,その内
容は(1)産業資本と金融資本の分離,(2)循環出資及び不当内部取引の抑制,(3)変則相続の遮
断である｡これらの原則は,(1)財閥が金融機関を所有してもその経営支配を抑制すること
によって私金庫化を妨ぎ,(2)系列企業間資金支援の鎖りを切断することによって企業の無
理な拡張又は生き延びを防止し,(3)富の世代間の変則的相続を遮断することによって,企
業の世代間相続を防止しようというものである｡ そして今後財閥は集団的にではなく,個
別企業単位で独自的に競争力を備えねばならないという方向が示され,財閥オーナーの専
横防止,小額株主権の保障,･経営情報の公開等企業支配構造の画期的改善等が講じられて
いる｡金大統領は更に ｢韓国の歴史上初めて財閥を改革し中産層中心に経済を正す大統領
(25)
になる｣と宣言した｡ 新たなる3原則と ｢中産層中心の経済｣論の提示を受けてマスコミ
ではそれが ｢財閥解体｣を意味するものとして受けめ大きな反響を呼んだ｡これに対して
(26)
政府当局者は ｢財閥解体｣論であることを否定している.ざともあれ ｢5+3原則｣が実現
･されれば財閥を中心とする企業体制が根本的に変ることは容易に想像されよう.企業構造
/
調整は単なる ｢調整｣でなく企業体制の根本的な改革として進められているのである｡
V.労伸市場の構造改革
1;基本目棲
労働市場の構造改革は∴労働市場に柔軟性をもたせることによって賃銀と雇用の安定を
図るとともに人的資源の効率的な活用を誘導することを基本目標に進められている｡｢6.
29民主化宣言十(1987年)以降∴労働者の権益は大きく伸長し,労使関係においても民主化
は着実に進展▲した｡賃銀も'97年までの10年間で91.8%と2倍程上昇した｡しかし労使関係
は対話よりも対決的構図の中で展開され;使用者側による合理化のための雇用調整は,労
働者側の強力な反対によって事実上;.実行不可能であうた.労働組合の組織率は12.2%
(1996年現在)･､と低いにも拘らず,'l大企業と公共部門で強性の労働組合が存在し,賃銀お
(27)
よび雇用調整は硬直的であった｡韓国の労働市場は賃銀体系,労働供給基盤,労働力イン
(28)
フラ,公共部門等多くの側面で柔軟性を妨げる要因が存在していたのである｡‥企業として
は合理化を推進し競争力を高めるためには硬直化した労働市場に柔軟性をもたせることが
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必要であった｡この様な必要から労働市場の構造改革が進められるようになったのである｡
労働市場に柔軟性をもたせるための核心的措置は,これまで制度的に制約されて来た企
業の整理解雇と労働者派遣を可能にすような制度的装置をつくることである｡
2.主要内容
この様な方向での制度的改善は1997年3月に制定された ｢新労働法｣によって既に進め
られていた｡｢新労働法｣は,企業の競争力強化と労働者の生活の質的向上のために,労使
関係が対立と斗争から参与と協力という構図へ根本的に転換すべき必要性が高まるなか
で,既存の労働5法 (労働基準法,労働組合法,労働争議調停法,労働委員会法,労使協
(29)
議会法)を新法制定という形式で全面的に改正し施行するに至ったものである0
同法の制定は,'89年以降国内外からの大きな要求があったにも拘らず後廻Lになってい
たのであるが,OECD-の加盟 (1995年)を前にして公開的･民主的手順と与野党の合意
を経て制定 (改正)されたのである｡同法は,その内容に,労働基本権の伸長,労働市場
の柔軟性捉高,調停 ･仲裁制度の活性化,団体交渉および争議行為制度 ･慣行の合理化の
ための諸事項が盛られていて,労働関係発展史における分水嶺をなす画期的なものであっ
(30)
た ｡
しかし ｢新労働法｣は1年も持たずに'98年 2月にあわただしく再改正されねはならな
かった｡それは,金融危機により韓国経済がIMF体制に突入し企業の構造調整を進める必
要から,法律で明文化されながらも施行が先送りされていた雇用調整が即時に施行されね
はならなくなったからであった｡ところでこの様な法改正には労働者側から同意を得なけ
ればならなかった｡何故ならば,法改正により企業の雇用調整が直ちに行われれば労働者
の大量解雇は必至であり,それに対して労働者は当然ながら大きく反凝するだろうからで
ある｡そこで政府は法改正のための合意を導出するために,労働界,財界,政界からの代
表15人からなる ｢労使政委員会｣を大統領直属組織として発足させ (1998.1.15)20余
日間に亙る対話と妥協の末,ついに歴史的合意を導出し,2月7日 ｢経済危機克明のため
の社会協約｣を締結するに至ったのである｡これは経済危機に直面して各自が苦痛を共に
分担しながら当面の危機を克服し新たな飛躍を成し遂げようという国民的危機意識の中で
導出された大妥協の産物であった｡(表15〉に要約されているように,妥協の内容は労働市
場柔軟化関連事項を始めとして教員及び公務員労組の許容,失業対策,労組の政治参与等
広範な問題が含まれている｡このような妥協を受けて労働法の改正,制定が行われたので
ある｡
新たに改正,制定された労働法の中で,構造調整と関連して重要なのは,労働市場の柔
軟性を高めるための法律であった.労働市場の柔軟性を高めるために先づ,労働基準法の
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雇用調整関連法規が改正され,経営上の理由による労働者の解雇の即時施行を可能にする
とともにその要件と手続きをより明確にしたのであった｡｢緊迫した経営上の必要による｣
解雇は ｢新労働法｣でも明文化されてはいたが,その附則条項により施行が,'99年 3月1
日まで猶予されていた上に,解雇の要件 と手続 きが不明確で労使間の異見の余地が大き
かったのである｡改正法においてほ,企業の譲渡,引受,合併の場合も ｢緊迫 した経営上
の必要｣があるものとみることが明示され,企業の整理解雇は広 く行 うことが出来るよう
(31)
になったのである｡
次に,労働市場の柔軟性を高めるための法律 として派遣労働者保護等に関する法律が制
定された｡同法は,その間労働組合の強力な反対のために阻止されて来た労働者派遣制度
(表15)労使政委員会の主要妥協内容
争 点 妥 結 内 容
雇用調整 (整理解雇)の法制化 -法制化 (勤労基準法上の2年猶予条項削除)
-解雇条件
･緊迫した経営上の必要がある場合
･経営悪化防止のための事業の譲渡,引受,合併時にも許容
- ｢解雇回避努力｣の明文化
-合理的で公正な基準による対象者選定 (性差別禁止規定)_
-60日前に労働者代表に通報し協議する
-労働部に事前申告
-再雇用 ｢努力｣の義務化
労働者派遣制度 -1998年2月中に法改正専門知識,技術,経験分野はポジティブシステム,単純業務分野はネガティ
ブシステム
教員労組許容 -1999年7月より許容
公務員労組許容 -1999年1月より職場協議会形式で勤務条件及び待遇改善協議
労働基本権関連 -失業者に対し超企業単位労組加入資格認定
-団体協約の一方的解消の通報期間を3箇月.から6億月に延長
失業対策財源 -5兆ウォンに決定
労組の政治参与 -政治資金法と選挙法改正を通じて即刻許容
-1999年6月地方自治体選挙より政治勢力化可能
地方労働行政の自治体移管 -1998年2月中に法改正で一部業務の地方自治体移管実施
2次課題へ移管 -企業経営革新関連労組側の要求事項 (大企業総帥退陣,財産公開,責任経常体制法整備,労働者代表の社外監査参与,労組の経営参与等)
出所 :チョソスソス･チェチアンギュソ,『金融危機と韓国経済』,乙酉文化杜,1999年,224貢｡
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を法制化することにより,派遣労働者の労働条件を改善し企業の人力管理における伸縮性
を高めようとするものである｡同法により労働者派遣が許容される業務内容には,製造業
の直接生産工程業務,建設現場業務,荷役,船員,有害 ･危険業務等少数の絶対禁止業務
を除いて,専門知識,技術または経験を必要とする業務及び1時的 ･間隙的な欠員の発生
時には殆んどすべての部門の業務が含まれている｡派遣期間は原則として1年であるが1
年延長も可能としており,1時的理由で派遣労働者が必要な場合はその期間を原則として
(32)
3箇月以内とし,1回に限って3箇月の延長を可能としている｡この様にして労働市場の
柔軟性を高めるための制度的条件は整備されたのである｡
制度的条件の整備を受けて企業の ｢緊迫した経営上の必要｣による整理解雇が推進され
るようになった｡制度的に可能になったからといって企業の人員整理が必ずしもスムーズ
に行われた訳ではない｡例えば現代自動車の場合,労働組合の強力な激しい反対に遭い,
36日間のストライキと9千億ウォンにのぼる大きな損失を支払った後,当初の計画 (1538
人解雇)の2%にも満たない227人解雇と残り1261人の1年6箇月無給休暇ということに後
(33)
退せざるを得なかった｡整理解雇には企業による程度の差こそあれ一般的に大きな菖藤が
伴ったのである｡それにも拘らず深刻な景気沈滞と構造調整の進行の中で企業の整理解雇
は金融機関を皮切 りに大規模に推進されたの~であった｡その結果は大量失業の発生である｡
失業者は97年の57万人から'98年第3･4半期には160万人と103万人も増加し,失業率も同
期間に2.6%から7.4%へと大幅に上昇した｡大量失業の発生は経済的,社会的に大きな問
題を提起した｡この様な事態の中で,｢労使政委員会｣に参加し｢社会協約｣に合意した民
主労組が,一方的な企業のリストラ推進に反擬し,同委員会への参加を拒否するという事
態さえ発生した｡労組の一方的構造調整の中断,実質的事前協議の保障,労組専従者賃銀
支給等の要求を政府が受容する姿勢を取るや今度は,使用者が強く反擬し同委員会を脱退
(34)
する動きを見せた｡構造改革は大きな社会葛藤の中で進められているのである｡
大量失業の発生という事態に直面して,政府は総合的な失業対策事業を実施しなければ
ならなくなった｡このことは ｢労使政委員会｣の妥協内容にも政府の責任として盛られて
いるものである｡改正労働基準法 (第31条の2②)によって政府は解雇された労働者に対し
生計安定,再就職,職業訓練等必要な措置を優先的に実施することになったのである｡そ
こで政府は雇用保険法,雇用政策基本法,中小企業労働者福祉振興法,労働組合及び労働
関係調停法を改正して,雇用保険制度の大幅な拡大強化,失業対策事業の新たな追加,失
業対策事業資金の労働福祉基金の財源としての利用,1部労働組合関連事業の労働部から
地方自治体-の移管等労使関係安定化のための努力を積極的に進めている｡更に政府は,
企業倒産に伴う労働者の滞払賃銀に対する不安感を解消し基本的生活安定を図る目的で賃
銀債権保障基金を設置し,その基金を原則としては事業主の負担金及び排済金により造成
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(表16)失業対策事業予算 (単位 :億ウォン)
1998年予算 1999年予算(秦) 増 減 主要内容
政府予算 -36,405 48,680 12,275 参加人員45万人公共勤労事業 10044 2000 9956
特別就労事業 400 1,000 600 参加人員4万人
職業訓練 3,056 2,494 △ 562 訓練人員32万人
新規失業者対策 360 360 2,850 高学歴末就業者対策(4万人,1,270億ウォン)時限付保護57万人時限付生活保護 2,122 4,9ウ2
生活費補助支援'98年時限付対策 1,4725160 3,68245 ~2,210△ 455 13万人 (月15万ウ示ソ,12月)中高校生学費補助1,000億ウォン′欠食学 昼食支援342億ウォン既存生活保護116万人失東給与15,02億ウォン職業訓練5,73億ウォン雇用安定4916
予備費 - 1,000 1,000
既存生活保護 13,791 14,527 736
非予算 20,229 33,615 13,386
雇用保険基金失業者貸付等 15,5794650 25,6307985 10,0513335
出所 :企劃予算委員会･予算庁;チェカン,他『経済構造調整のための財政政策の課題と方向』,
韓国経済研究院,1999年,45頁
しながらも,必要な場合には,政府の財政及び他基金からの借入によって,未支給の賃銀
(35)
及び退職金を支給することにした｡(表16)は失業問題に対する政府の総合対策を事業別予
算を通じてみたものである｡政府は失業対策に広範に取 り組み'98年には5兆6,634億ウオ
ソそしで99年には45.30/.増加した8兆2,300億ウォンにのぼる公的資金を投入しているの
である｡
新労働法の制定 ･改正の内容は,今や実施,定着の過程にある｡先づ第 1に ｢緊迫した
経営上の必要｣により,企業の整理解雇制が導入され,労働者の強力な反対の中で,整理
解雇が進められている｡そして派遣勤労制の導入とともに弾力的,選択的労働時間制等伸
縮的労働形態が導入されている.これらのことは労働市場の柔軟性を高めることに寄与す
るものと思われる｡第2に労働基本権が伸長した｡労働組合の政治活動が許容され,第 3
者介入禁止条項は撤廃された｡複数労組の設立は原則的に許容され,企業単位の場合時限
付の制限を受けているが,上位レベルでは既に複数化している｡更に行政官庁の労組業務
調査権は削除され,新たに公務員及び教員に対する労働三権関連事項の一部が法制化され
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るか又は法制化が予見されている｡第3に労働争議に関連する不確実性は除去されるよう
になった｡労働争議の定義,争議の調整手続の変更,争議期間中の代替労働とかストライ
キ期間中の賃銀支給問題,そして争議の解決手続等が明確化した｡それとともに労働委員
会法の制定によって同委員会の独立性 ･専門性 ･中立性と紛争解決機関としての役割を高
めた｡これによって労使間の問題は対決の中での物理的な力によってではなく,合理的な
(36)
争議調停制度を通じて解決する領域が広がっている｡
にも拘らず労使間の対立構図はなくなるところか最近特に,組合専従者に対する給与支
払問題をめぐってより大きくなっている｡即ち,労組の使用者に対する組合専従者賃銀支
払要求に対して政府が同調しそれに必要な法律制定の動きをみせるや使用者側は｢大妥協｣
に基づいた ｢協約｣違反だとして反擬し,それに対して更に労働組合は強硬な対決姿勢を
(37)
取るといった対決様相が展開されているのである｡労働市場の構造改革の本来の目標が達
成されるためには,制度的改革とともに,それにのっとって問題を話し合いで解決すると
いう労使関係の在り方の根本的転換が必要であろう｡
Vl.結びに代えて
構造改革は,初年度 ('98年)には,深刻な不況の中で推進された｡実物経済が大幅に萎
縮する中で,失業者数は,'97年の75万人 (失業率2.6%)から,'98年には146万人 (6.8%)
へと,大きく増加した｡賃銀上昇率は,'97年に既に5.2%と'96年度 (12.2%)の半分以下
に落ちたが,'98年には一3.8%-と更に大きく低下した｡生産活動は全面的に大きく収縮
し,経済成長率は-5.8%に落ち込んだ｡経常収支は406億ドルの黒字を記録したが,それ
は輸入減少 (-49.6%)が輸出減少 (-2.8%)を大幅に上廻ったからであった｡この面か
(38)
らも生産拡大の契機はなかったのである｡
深刻な不況は,改革2年目の'99年に入り次第に回復傾向を示すようになった｡実物経済
は拡大へ転じ,次第にその勢いを強めた｡景気関連諸指標は急速に好転した｡'99年2月に
は178万人 (失業率8.6%)にも達していた失業者数は8月には124万人 (5.7%)に減少し,
賃銀は1-5月に6.5%も上昇した｡'98年には7.8%にもなった消費者物価の上昇率は
0.8%と最低水準にまで下がった｡金利も'98年の15.2%から'99年5月には9.3%へと大きく
低下し,大企業の収益率は大きく上昇した｡特に銀行,証券,造船,自動車,半導体,情
報通信,鉄鋼等の伸びが好調であった｡輸入増加にも拘らず,経常収支は220-230億 ドル
の黒字が予想され,'97年末に底をついていた外貨保有高も2年後には700億 ドルに増加し
(39)
た｡景気回復勢が強まる中で,'99年度の予想経済成長率は7-8%にも高まっている｡こ
のような実績をふまえてOECDも韓国経済が金融危機を成功的に克服したと評価したの
(4-0)
である｡
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この様な景気回復には,その間進められた構造調整が一定の役割を果たしていると言え
(41)
るかも知れない｡構造調整によって企業の高費用,非効率構造はある程度改善され,それ
に伴って経済の対外信認度も或る程度回復したと考えられるからである｡しかし未だ高い
失業率や大字の経営危枚にみる如く企業 ･金融の不実化など構造的不安要因は末だ残って
いるのが現状である｡従って景気回復にはむしろ円高等外部的要因や政府の景気活性化政
策が重要な役割を果たしたと言えよう｡外部的要因は常に変動的であり,政府の景気浮揚
政策も限界があるO経済改革が進む中で政府の財政規模ぼ99年には前年比7.8%も増大し
た｡それは2000年には更に5%増加し,国民1人当りの税負担額は208万ウオソにのぼるこ
とになる｡ 中央･地方政府の負債は,1996年の49兆ウォンから'99年には112兆ウオソへと2
倍以上増大してGDPの23%にのぼり,それに政府保障債務を含めれば国家負債は200兆ウ
ォンを超すと言われている｡'99年8月現在,国家負債は143兆ウォンで国民1人当り債務額
(42)
は300万ウォンを超えるといわれる程国民負担は大きくなっているのである｡
外部的衝撃を吸収しながら,着実な経済成長を持続していくためには企業の体質が根本
的に改善,強化されなければならない｡そのためには実質の伴った構造改革が引き続き進
められる必要がある｡経済危機に直面した当初,国民はそれを朝鮮戦争に次ぐ ｢国難｣と
して受けとめ,危機克服へと立向かった｡その様な緊張した雰囲気の中で｢労使政委員会｣
による ｢大妥協｣も行われたのであった｡それから満2年になろうとする今日,景気回復
ムードの中で,国民的な危機意識 ･苦痛分担意識は薄れ,我勝により多くの分け前に預か
ろうという利己的性向が強くなっている｡構造改革は形の上では目標値に相当程度接近す
る程の成果を上げて来た｡このことは大いに評価されるべきであろう｡しかし,本来の目
標を実質的に達成するためには改革は,その間殆ど進んでいない公共部門の構造調整を含
めてこれからも続けられなければならない課題である｡
注
(1) 日本経済新聞,1997年4月7日,東洋経済新聞,1997年4月12日参照｡
(2) 『経済危機の原因分析と今後の政策方向』,韓国経済研究院,1998年6月,19頁参照O
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